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１．はじめに 

 人々のモビリティの向上に伴い，生活圏が拡大しつつある．そうした動きに合わせて，既存の市町村規模

を越えた商圏を設定する大規模小売店舗の進出が目立つようになってきた．旧大規模小売店舗法では，進出

店舗は商圏を設定した上で，商圏内で商業調整を行うこととされていたが，実状に合わせた商圏設定がなさ

れていたのか，あるいは行政側の広域的な対応ができていたのかという疑問があった．また，新たに制定さ

れた大規模小売店舗立地法においても，関係主体間の合意

形成が重要となるものと考えられる．そこで本研究は，事

例調査によってこれらの問題を明確にし，地方自治体間の

調整・連携に関して考察することを目的とする． 

２．事例調査の方法 

 調査対象として，隣接する他の市町村の消費者を対象と

した大規模小売店舗の出店の事例を取り上げる．対象とな

りうる事例の中から，1)大型店の出店した自治体の人口規

模が隣接する自治体の人口規模よりも極端に小さい，2)大

型店の出店した自治体が誘致に積極的であった，3)消費地

側の隣接自治体が進出に反対した，4)消費地側の隣接自治

体の商業集積が打撃を受けた，という４点から，青森県柏

市のイオン柏ショッピングセンター（I 店）と鳥取県日吉

津村のジャスコ日吉津店(J 店)の２店に対象に絞った．これ

らの事例と関連する法令との関係を示したものが図１であ

る．I 店は 92 年の大規模店舗法の改正前の事例であり，一

方でＪ店は改正後の事例である．改正前後では，関係者間

の調整に関する仕組みが異なっていることが特徴である．

以上の２店について，関連自治体担当者へのヒヤリング及

び関連資料によって出店の際の調整，合意が形成されるま

でのプロセスを調査した． 

３．事例調査の結果 

(1)I 店の事例 

 I 店は当初，柏村（人口約５千人）に 19,900m2の計画面

積で届出ようとしていた．しかし，I 店は途中で計画を変

更し，最終的に敷地を２分割して届出を行い，大店審でも

その通り結審された．これは，通達による商圏設定に従う

と，当初案では商圏が隣接市町村である五所川原市（人口

約５万人）の中心街を含んでしまうため，出店推進側が，

五所川原市の関係者が議論に参加して出店に反対されるを
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（青森県柏村）

ジャスコ日吉津店
（鳥取県日吉津村）

大規模小売店舗立地法制定 (2000年)
（適用事例がないため、今回は取り上げず）

図１：対象事業に関する関連法令 
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図２：I店の出店状況 
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図３：大店審における審議経緯（I店） 
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懸念したためと考えられる．結局，1992 年に I 店は柏村

で開業され，この結果，柏村の小売業年間販売額は約５

倍（1994/1991），村税は単年度あたり１～1.5 億円程度

増加した．一方で，隣接する五所川原市では，既存ショ

ッピングセンターから顧客が減り，市の小売業年間販売

額は約 10%（1994/1991）減少した． 

(2)J 店の事例 

 J 店は，当初，日吉津村（人口約３千人）へ約４万 m2

の面積で出店の届出をした．改正法にしたがって，意見

聴取会議，意見集約会議が行われ，通達に示されていた

半径 20km以内の市町村商工団体の多数決によって出店

を決定した．その際，日吉津村に隣接する市町村では反

対したが，その周縁の市町村では賛成した（図５）．とこ

ろが，その後，隣接する大市町村である米子市（人口約

14 万人）が出店反対の意見書を大店審に提出し，最終的

に異例とも言える変更がなされ，店舗面積を 28％減する

ことで結審された．J 店は，1997 年に開業し，その結果，

日吉津村の村税は年間約１億円増加した一方で，J 店に

消費者を奪われた米子市では，開業前後で約 15%の売り

上げ減少が見られた． 

４．事例調査に基づく考察 

(1)商圏設定の妥当性に関して 

 まずＩ店の事例では，結局，商圏は立地した自治体の範囲のみと考えられ，実質的に影響をうける隣接自

治体が商圏に含まれることはなかった．そのため，出店に関する議論に本来関わるべき隣接自治体が関与で

きないという問題が発生した．次に J 店の事例では，商圏が通達に基づいて 20kmとされていたが，逆にあ

まり影響を受けない自治体までをも商圏に含むこととなり，実質的に影響を受ける自治体の意見が薄まって

しまうという問題が発生した．以上のように，実際の利害関係者と合意形成の場に参加できる関係者とが一

致しないという不整合が発生していることが判明した． 

(2)市町村間の広域的な調整に関して 

まず，Ｉ店の事例では，そもそも調整が行われなかった．一方で，Ｊ店の事例では，意見聴取会議や意見

集約会議といった合意形成のための仕組みが設けられたいたにもかかわらず，結局，大店審において結論が

変更されることになった．これは，会議が単なる自治体の意見表明の場にすぎず，合意形成の場としての実

質的な機能が失われている可能性があることを示していると考えられる．また，両事例に共通して見られた

のは，こうした広域的な影響を及ぼす施設整備に対して，上位の自治体である県があまり積極的に関与しな

かったことである．これは，「選挙によって選ばれた市町村代表による決定に口を挟むのは地方分権の流れに

反する」あるいは「都道府県が市町村の施策に介入することが住民の利益にはつながらない」といった，調

整役としての役割に消極的な都道府県の不干渉主義があるためと考えられる． 

５．おわりに 

 大規模小売店舗立地法の導入によって，従来まで商業調整がなされていたものが，生活環境の保持に力点

が置かれるようになった．新法ではどちらかといえば立地自治体内の調整を重視しているが，大規模小売店

舗が交通や立地に与える影響は自治体圏域を超える広域であると考えられ，その意味で今後も広域的な合意

形成の仕組みや都道府県の果たすべき役割について議論すべきと考えられる． 
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図５：大店審における審議経緯（J店） 
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図４：J店の出店状況 
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